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特定退職金共済制度(特退共)の概要

安この制度は、所得税法施行令第� 73条第� 1項各号の要件を備えた「神奈川県中小企業� l司体中央会退職金共済規
税J (以下 「退職金共済;規程� J)に基づき、神奈川県中小企業団体中央会(以下 「中央会J)が所轄税務署長か
ら承認を受け、実施しております。

制度の特長
 

1 退聡金制度の確立は、従業員の確保と定着化をはかり、企業経営の発展に役立ちます。� 

2 この制度を採用することにより、中小企業でも安定した退職金制度が容易に確立できます。� 

月々、定額の峰金を支払うことにより、将来の退聡金を計画的に準備できます。

事業主が負担するこの制度の働金は、全額調金または必要経費に計上できます。
しかも従業員の給与所得にも怒りません。(所得税法施行令第64条、法人税法施行令第� 135条)

5 	 この制度lま、f勤労者退職金共済機構jが実施する退腿金制度(中退共)との

重複加入が認められます。 他の特定退聡金共済制度との重複加入は認められません。


6 この制度を採用することにより、法律で定められた退職金支払いのための

保全指置が、講ぜられます。(賃金の支払の確保等に関する法律第5条)

7 この制度の掛金は、生命保障会社に運用を委託しております。� 

---以下、「退磁金共済規程Jの中で特に重要芯事項を中心!こ記威しておりますので、ご確認のうえお申込ください。� ---

0神奈川県中小企業団体中央会の地区内に事業所を有する事業主 (法人又は個人� )



-If.'~括主t同lH思予1;幸一是霊園 

0事業主 (共済契約者)と雇用関係にあり、 加l入日現在において満 15歳以上渦 65歳未満の従業員

※下記の方を除き、使用人兼務役貝礁を含む従業員全貝を被共済者とする必要があります。 
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い
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左
記
に
つ
九い
て、0被共済者と しなく ても よい従業員

①臨時に取われている者

②季節的な仕事のために震われている者

③試用期間中の者


@非常勤の者


⑤パートタイ ム労働者

⑥休職中の者

⑦退職金規程等により退職金の支払勤続年数に満た

ない者 

(例、 退戦金規程上、勤続 2年未満の者) 

-zb記長官主t同居匝川町五E・ 
0個人事業主および個人事業主と生討 をーにする親族 

O紘一人の役員 (1史m人兼務役員 ‘を除く) 

0他の特定退l政金共済制度の被共済者

※使用人兼務役員とl革、法人税法第34条第 5項
に規定された使用人としての職務を有する役

員です。 
[法人税法第34条第 5項]

第 l項に規定する使用人としての職務を有す

る役員とは、役員(社長、理事長その他政令

で定めるものを除く。)のうち、部長.課長

その他法人の使用人としての職制上の地位を

有し、 かつ、常時使用人としての職務に従事

するものをいう。

(使用人兼務役員とされない役員) 
[法人税法施行令第71条第 1項l

代表取締役、代表執行役、代表理事及び

清算人

二	 副社長、専務、 常務その他これらに準す

る職制上の地伎を有する役員

〔三以下省略〕

0事業主(共済契約者) は、 1口 1.000円として従業員 (	 (30.0001 まで被共済者) 1人につき最高 30口 '])
掛金を毎月納入できます。

由に該該e当する 1 扱炉場島合のみお取tA
※追加加入と掛金の増留1は、毎月お取扱いいたします。(掛金の7滅I額及ひ球主

いたします。)い、U

0掛金は、従業員 (被共済者)が退職する月まで毎月継抗して納入する必要があ ります。 
O掛金は、全容i事業主 (共済契約者)負担となり ます。

※掛金は、いかなる場合 (懲戒解雇等を含む)も事業主(共済契約者)には返還しません。

※事業主(共済契約者)は、従業員(被共済者)のうち特定の者につき不当な差別的取扱いをすることはできま

せん。 

※ 「退職金共済規程j では、 掛金として 「基本掛金」 及び 「過去勤務-~~i!i掛金」 の 2 つが定められておりますが、
本資料の掛金は 「退職金共済規程J上の 「基本掛金jを指します。 

-l而買~~酢置 

0お申込にあたり、従業員(被共済者)の加入同意が必要です。 

01特定退職金共済制度加l人申込書」に所定の項目をご記入のう え、 毎月 10日までに中央会又は引受生命保険会

社である三井生命保険株式会制へご拠出ください。 

0毎月 10日までのお申込分については、 翌月 18日 (金融機関休業日の場合は翌営業日)に申込金(加l入承諾に

より初月分掛金に充当) をご指定の j罰金口座より振替させていただきます。

く〉振替ができれば、振替日の翌月 1日が本制度の加入日 (共済契約成立日)とな ります。 

o振替ができなかった場合は、お申込を取消されたものとみなします。 

-EilE=ωzftRh信樹園  

0掛金 (申込金を含む)は、 中央会の指定する金融機関より毎月 18円 (金融機関休業日の場合は翌営業日)に

口座振替により納入いただきます。 

02回目以降の掛金が口座振替不能となった場合、その翌月に 2か月分を振答させていただきます。



0共済契約成立後、従業只(被共済者)毎の 「特定退職金共済制度 退戦金共済証」を発行し、 事業主� (共済契約

者)へお届けします。

0事業主(共済契約者)は、共済契約成立について従業員(被共済者)に通知する必要があり ます。「� 
※加入の流れ� (4月1日加入の場合〕� 

2/10 
加入申込締切

3/18 4/1 _ 
申込金娠醤加入日� 1 

5/18 
2回目船金娠替� 

6/18 
3回目働金振替

与|中央会から事業主(共済契約者)へ「週聴金共済証」を交付

司 従業員(被共済者)へ共済契約成立の通知� 

0退職金は、退織した従業貝(被共済者)へ直接お支払いた します。

※いかなる場合� (懲戒解雇等を含む)も事業主� (共済契約者)にはお支払いた しません。� 

lim聡年金]

従業員(被共済者)が、加入期間� 5年以上で死亡以外の事由により退験したときに、 加入口数及び掛金納入

期間に応じた金額をお支払いたします。

年金の支給期間は� 10年で、年� 4回� (2月、5月、� 8月、� 11月)、� 3か月分をまとめてお支払u、たします。

※従業員(被共済者)が、退職年金に代えて一時金を希虫したときは、一時金でお支払いた します。

※年金月額が� 10.000円未満の場合は、氾職年金に代えて一時金でお支払いたLます。� 

lim聡一時金]


従業員(被共済者)が、 加入期I おにより退職したと きに、� )入口数及び4貯金納入
lIJ5年未満で死亡以外の事l JII


期間に応じた金額をお支払いた します。


[死亡退職時金l
仁1入口数11退職一時金の金傾に加え、力従業員(被共済者)が死亡により退職したときに、� 10.000につき|

円を加算した金額を、 「退職金共済規程jに定める遺族へお支払いたします。� 

0退聡金の請求は、 三井生命保険株式会社に備付の請求舎に退職事笑が分かる 5書類等の必~ ; I::煩を添えて、

三井生命保険株式会制へご提出ください。� 

-fi事主主441回白DIti ~~;i週・ 

0事業主(共済契約者)が掛金納入を6か月以上怠ったと き、中央会は共済契約を1排除します。
 

O従業員� (被共済者)が、 退職せず次に該当 したとき、中央会は共済契約を解除します。


①個人事業主

②個人事業主と生討 をーにする親族

③法人の役員 (使用人兼務役員を除く)� 

0事業主(共済契約者)又は従業員� (被共済者)が、反社会的勢力に該当すると認められると き又は反社会的

勢力に関与していることが認められるとき、中央会は共済契約を解除します。
 

0事業主 (共済契約者)は、被共済者の同意を待た場合に限旬、共済契約を解除できます。
 

0共済契約が解除となった場合、[解約手当金]を従業員� (被共済者)へ直接お支払いた� Lます。


※いかなる場合も事業主� (共済契約者)にはお支払いた� Lません。



退職金支給額表
(加入口数 1口あたり)

跨金納入期間 週.. 一時金額 週目置年金月額

(年) 約	 (同) 約� (円)

11.600 

2 23.280 

3 35.020 

4 46.820 

(507)5 58.680 

E 70.620 (610

(7147 82.610 

(818)94.680 

日� 106.810 (923) 

10 119.00口� (1.028) 

15 181.000 (1.564) 

日� 

(220 244.720 .114) 

25 310.210 (2.680) 

30 377.520 (3.262) 

) 

) 

死亡退暗一時金額� 

約� 

21.600 

33.280 

45.020 

56.820 

68.680 

80.620 

92.610 

104.680 

116.810 

129.000 

191.00口� 
254.720 

320.210 

387.520 

{円) 

-退職金支給額について 
0退職一時金、退職年金は、「退職金共済規程」 に基づき、加入口数及び掛金納入期間に応じて

支給します。� 

O上表は、新規加入増口部分についての支給額です。

※加入後の制度財政状況等により、	 「退職金共済規程」 改定に基づき、支給額が変更となる場合

があることを予めと承知おきください。� 

-I;;~.措置~lW.\_ (一般的芯取援について記蔵しておりますので、個別の取級は税務署等に確認ください。� ) 

I掛金1 
0事業主(共済契約者)が納入した掛金は、従業員� (被共済者)� 1人fこっき 月額� 30.000円まで損金(必要

経費)とな ります。〔法人税法施行令第� 135条、所得税法施行令第� 64条〕

(iI!犠年金1 
0退職年金は、 雑所得として公的年金等控除が受けられます。〔所得税法第� 35条、 所得税法施行令第� 82条の 2J

[退職一時金l 
条〕72所得税法施行令第持、304退職一時金は、退験所得として退職所得控除が受けられます。〔所得税法第� 0

[死亡退聡一時金] 

0造成が受け取る死亡退職一時金は、相続財産と して相続税の対象となります。〔相続税法第� 3条、第� 12条〕

[解約手当金] 

0解約手当金は、 ー� l時所得となり ます。〔所得税法施行令第� 76条〕



[制度の運営について] 
0本制度において、掛金は、主に中央会が引受生命保険会 社(三井生命保険株式会社)と締結した新企業年金保険

契約に基づき運用されます 。 

0加入申込書の受理、給付金請求書の受付等、一部業務については引受生命保険会社へ業務委託しております。 

I個人情報の取級いについて]

本共済制度の運営にあたっては、中央会は申込書類に記載の個人情報 (氏名、性別、生年月円等)を本共済制度の

事務手続きのために使用し、中央会が保険契約を締結する引受保険会社 (三井生命保険株式会社)へ提出します。

引受保険会社は受領Lた個人情報を、各種保険契約のお引き受け ・ご継続維持管理、一時金 年金等のお支払い、

その他保険に関連付随する業務のために利用(注)し、また、中央会に上記目的の範囲内で提供します。

なお、今後、個人情報に変更等が発生 Lた際にも 、引き続き 、中央会および引受保険会社においてそれぞれ上記に

準じ個人情報が取り扱われます。引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人情報は変更

後の引受保険会社にも提供されます。

(注)保健医療等の機微(セ ンシティプ)情報については、保険業法施行規則により 、利用目的が制限されています。

※本資料は、	 「退職金共済規程 Jに基づき、 特定退職金共済制度の概要を説明したものです。

記載のない事項は「退職金共済規程」に基づき迎営されます。

なお、今後、制度 ・運用資産 ・税制等の改正により記載内容が変更となる場合があ ります。

ご不明な点がございましたら、 下記までご照会庸 1います。

-お問い合わせ

神奈川県中小企業団体中央会

干231-0015 神奈川県繍浜市中区尾上町5-80 神奈川中小企業センター9F
電話 045 (633) 5136 

引受生命保険会社

三井生命保険株式会社


引受生命保険会社連錨先
-このパンフレッ トをお届けした担当者

三井 KB-25-52 H251j4n作庄 三生♂ 
1125.06 
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